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要旨
　保育園の待機児童の増加に伴い、小学校入学後の学童保育の待機児童も増加しており、「小１の壁」と
いう問題が生じている。そこで女性が活躍できる社会をめざすために、2014年に「放課後子ども総合プ
ラン」が策定された。このプランに基づき、各自治体で放課後子ども教室の拡充が進められ、学童保育も
放課後子ども教室と一体化させる自治体が多くなってきた。これは待機児童の解消には効果的であるが、
学童保育と放課後子ども教室との本来の意義・機能を損なう懸念がある。本稿では、事例研究として東京
23区の例を具体的に調べ、あるべき一体化の方向性を探った。
　また、少子化にも関わらず保育園及び学童保育の待機児童が増えている現状を分析するために要因分析
を行った。晩婚化・核家族化などにより学童保育の需要増は今後も続くと考えられる。
　理論分析としては、家計内生産モデルを用いて、妻の就業時間と家計の収入の選択が、学童保育の有無
などでどのように変わるかを分析した。
キーワード： 学童保育（After School Care Program） 放課後子ども教室（After School Classroom）、家計内
生産モデル（Household Production Model）、放課後子ども総合プラン（After School Plan for 
Children）、小１の壁（Barrier at Primary School Enrollment）
１．学童保育需要の現状
（1）小１の壁（保育園と学童保育の違い）
　保育園に入れない、いわゆる待機児童の増加が近年大きな話題となっている。それに対して、各自治体
は保育園の設置数を増やし、国としても設置基準の緩和や保育士の待遇改善などの対策を進めているが、
働く母親の増加によって保育園需要も増加しており、すぐには解決しない問題である。
　この保育園需要の増加に伴って増えているのが、子どもが小学生になった後の学童保育需要である。学
童保育とは、保護者が就労などの理由で日中家に不在の小学生が、放課後や長期休業期間中に過ごす場所
である。首尾よく保育園に入園させることができたとしても小学校に入った途端にまた学童保育などの放
課後の預け先がない、学童保育に入れず待機児童になる、学童保育に入れても開所時間が保育園よりも短
い、などにより、仕事をやめたり短時間勤務に変更するなど、働き方を変える必要に迫られる場合がある。
これがいわゆる「小１の壁」といわれる問題である。
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（2）学童保育の歴史
　学童保育は、1966 ～ 1971年に文部省が「留守家庭児童会補助事業」として補助を行ったのがその始
まりで、1976 ～ 1986年には厚生省が「都市児童健全育成事業」として補助を行ったが、国の制度となっ
たのは1997年の児童福祉法改正により1998年から「放課後児童健全育成事業」とされたことによる。し
たがって、それまでは保護者有志の共同事業の扱いであったり、各自治体独自の制度としてそのニーズに
応えてきた。東京都では、1964年に東京都児童会館が開設し、都独自の制度として学童保育に対する補
助が始まり、また1967年の児童憲章及び児童福祉法の理念から児童館事業の開始と児童館の一つの機能
としての併設学童保育という方針のもと、児童館及び学童保育が各地に整備されていった。
（3）待機児童数の現状
　図１に見られるように、2015年5月現在の学童保育数は全国で22,608か所、利用児童数は1,024,635
人と、2010年の19,946か所814,439人と比べて近年急速に増加している。しかしまだまだ不足しており、
待機児童数が2015年には16,941人となり、2010年の8,021人から倍増している。それでも待機児童数に
数えられるのは実際に申し込みしたが入れなかった人数、あるいは学期途中からの入所を期待して申し込
み状態を続けている人のみで、近くに学童保育がない、もともと利用要件に当てはまらないので申し込み
できなかった、入れそうにないため申し込みをしなかった、あるいは入れなかったので申し込みを取り下
げた人は待機児童数に含まれていない。
資料： 厚生労働省「平成27年度放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況調
査結果の追加について（平成27年5月1日現在）」2016年2月23日
図１　学童保育の実施状況
 　
　また、全国学童保育連絡協議会によると、2013年3月の保育園卒園児は約46万人に対して学童保育に
入所した1年生は約31万人で約67％しか学童保育に入れていない計算となる。学童保育への需要は１年
生が一番大きいとはいえ、低学年の間は需要が継続することを考えると、学年が上がるにつれてますます
入れない確率が高くなる、かなり厳しい状況といえる。
　もちろん、保育園出身者の保護者が全員フルタイムの会社員ではなく、比較的短時間の勤務形態であっ
たり、自営業であったり、または祖父母が同居・近居するなどにより、学童保育に入れる必要がない人も
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（年）
学童保育の経済効果（藤丸） 53
いるだろう。世話を焼く時間が長く、外出時には付き添いが必須の幼児と異なり、小学生になれば下校時
など一時的に誰かがいれば後は一人で過ごしたり外出もできるだろうし、慣れれば下校時も一人で家の鍵
を開けることもできるだろう。しかし、近くに児童館など過ごす場所がある場合はともかく、一人で家で
留守番することも一人で外出して時間をつぶすことも、とくに都会ではリスクと考えられる。
（4）学童保育と放課後子ども教室
　このような学童保育の待機児童増加に対する対策として新たに出てきたのが放課後子ども教室である。
表１にあるように、学童保育（厚生労働省の用語では放課後児童クラブ）が厚生労働省の所管であるのに
対し、放課後子ども教室は文部科学省が所管し、小学校の空き教室などを利用して、地域の人々の協力
のもと、子ども達に学習だけでなく遊びやさまざまな体験などの取り組みを推進している。東京都では
2007年に開始し、すべての小学校での開設を目指して設置を増やしている。
　学童保育と放課後子ども教室との違いは、学童保育が保護者が就労などの理由により日中に家にいない
児童が対象で、定員があるため申し込みをしても低学年かつ保育に欠ける、需要の高い順に登録が許可さ
れ、入れない可能性があるのに対して、放課後子ども教室はすべての小学生が対象であるため、申し込み
をすれば必ず登録できる。その代わり、趣旨や内容も大きく異なり、学童保育は施設の面積や指導者など
に指針となる基準があり、毎日固定的な児童が放課後や長期休暇などを共に過ごす「生活の場」としてい
わゆる「保育」の機能が重視されているのに対して、放課後子ども教室は、地域の協力者（ボランティア）
が中心となってさまざまなプログラムを提供し、参加児童も固定的でなくその日に参加したい児童が好き
な時間だけ過ごす「学習・体験の場」となっており、「次代を担う人材育成」という機能が盛り込まれている。
開所日数や開所時間も放課後子ども教室の方が短い場合が多い。
表１　学童保育（放課後児童クラブ）と放課後子ども教室について
放課後児童クラブ（厚生労働省） 放課後子ども教室（文部科学省）
趣旨 共働き家庭など留守家庭のおおむね 10 歳未満の児童に
対して、放課後に適切な遊びや生活の場を与えて、その
健全な育成を図る。（児童福祉法第 6条 3第 2項に規定）
※  2012（平成 24）年の児童福祉法改正により、対象年
齢を「おおむね 10 歳未満」から「小学校に就学して
いる」児童とした。（2015 年 4月施行予定）
すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの活
動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、学
習やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等
の機会を提供する取組を推進
※希望者が参加
2014 年度予算額
補助先
補助率等
33,223,000,000 円の内数（特別会計）
＊都道府県、指定都市、中核市（補助率 1/3）
　（国・都道府県・市町村　1:1:1）
＊ 事業主拠出財源による補助金、別途保護者負担（利用
料）あり
3,814,000,000 円の内数（一般会計）
＊都道府県、指定都市、中核市（補助率 1/3）
　（国・都道府県・市町村　1:1:1）
実施か所数 22,084 か所（2014 年度）
※ 小学校内で実施するクラブ（11,653 か所）のうち、
　同一の小学校内に放課後子ども教室があるか所数　
　4,392 か所
10,376 か所（2013 年度）
実施場所 小学校　53%（余裕教室 28%、専用施設 25%）
児童館　12%、その他（専用施設、公的施設など）35%
（2014 年 5月）
小学校　71%、公民館　13%
児童館　3%　その他（中学校、特別支援学校など）
13%
（2013 年度）
（参考）全小学校数 : 約 20,000 校
開設日数 原則として長期休業を含む年間 250 日以上 111 日
（2013 年度平均）
指導者 放課後児童支援員等（専任）
［省令基準に基づく資格要件あり］（2015 年 4月施行予定）
地域の協力者等（資格を問わないボランティアによって実施）
［無償ボランティアで実施しているか所あり］
資料：内閣官房行政改革推進本部「平成 26 年秋のレビュー　放課後子供総合プランに関する厚生労働省参考資料」
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　しかし、小学生が放課後を安全に過ごせる場所としての機能はどちらも同じである。そのため、学童保
育に申し込みをしたが入れなかった児童（待機児童）が学童保育に入れるまでの間を放課後子ども教室で
過ごすこともあるし、保護者が共働きであるが比較的短時間勤務であるなど放課後子ども教室でも足りる
場合は初めからこちらを選ぶ場合もある。このように放課後子ども教室は学童保育に対して補完的な役割
も果たしている。
（5）学童保育の充実
　学童保育（放課後児童クラブ）は、児童福祉法の改正に基づき、2015年4月から対象児童年齢を「お
おむね10歳未満」（小学3、4年生以下）から「小学校に就学している児童」（小学６年生以下）に拡大した。
また「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（2015年厚生労働省令第63号）を策定し、
職員の資格、員数、施設、開所日数・開所時間、集団の規模や一般原則などを定め、待機児童解消を単に
定員拡大の詰め込みで対処して質が低下しないようにした。さらに「放課後児童クラブ運営指針」（2015
年3月）を策定した。
　しかし、小学６年生以下が対象になったとはいっても、現状は、定員があり低学年優先のためにやはり
小学校１～３年生までの登録が多い。そのため、４年生になると学童保育に入れなくなり、とくに夏休み
などの長期休業時の子どもの居場所に困って、再び働き方を変えるなどの見直しを迫られる「小４の壁」
という言葉もある。４年生以上になると学童保育に申し込みをしても入れないからと申し込み自体をしな
い場合も多い。また、低学年でも習い事を入れるなどにより週５日以上夜５時以降まで利用しない場合は、
需要度が低いとして申し込みができなかったり退所を促される場合もある。このような、待機児童数に現
れない潜在的待機児童も問題である。
（6）子ども子育て新制度
　女性が活躍できる社会をめざすためにはこのような学童保育の拡大と小１の壁問題に対する対策が必要
だとして、2014年5月の産業競争力会議課題別会合及び2014年6月の「日本再興戦略」改訂版を経て、
文部科学省と厚生労働省が連携して検討を進め、2014年7月に、両省共同で「放課後子ども総合プラン」
を策定した。これは、2019年度末までに、学童保育（放課後児童クラブ）約30万人分を新たに整備する
ことと、全小学校区において学童保育（放課後児童クラブ）と放課後子ども教室を一体的または連携して
実施することをめざしたものである。次世代育成支援対策推進法に基づく「行動計画策定指針」（2014年
11月28日告示）にも、市町村に対して「放課後子ども総合プラン」に基づく取組を具体的な目標として
盛り込むことを求めた。
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資料：厚生労働省『平成27年 少子化社会対策白書』2015年
図２　「放課後子ども総合プラン」の全体像（2014年7月31日策定・公表）
（7）学童保育・放課後教室の意義
　この放課後子ども総合プランに基づき、各地で学童保育及び放課後子ども教室の拡充・整備が進められ
ている。しかし、定員の定めのある学童保育を需要増に合わせて拡充するのは容易ではないため、それを
定員の定めのない放課後子ども教室と一体化することによって確かに学童保育の待機児童数は大幅に減少
するだろうが、それでは学童保育の本来の意義が軽視される懸念がある。
　つまり、学童保育の意義としては、長時間過ごす生活の場として保育の機能が重視されるべきである。
学童保育は固定的なメンバーが放課後及び長期休業中のほぼ一日中を毎日過ごす場であるため、活動だけ
でなく休息や生活の場となるよう、面積だけでなく保育士などの資格をもった専門家のケアが必要である
し、長時間であるためおやつなどの捕食も重要な役割をもつ。また、好きな友達と自由に遊ぶだけでなく、
縦割りの班活動などで異学年の子と協力したり自主的な活動を企画・運営することもある。
　一方で、放課後子ども教室にも意義がある。親の就業不就業を問わずすべての児童を対象とすることで、
現在働いていなくても仕事を探したり始めたりすることが容易になるし、仕事だけでなくＰＴＡ活動やボ
ランティア活動、趣味などもしやすくなる。さらに、放課後の有意義な過ごし方の選択肢を提供すること
で、就労支援など親のためだけでなく、子ども自身の質を高める意義は大きい。また、地域の協力を活動
の中心にしているため、地域の協力を得て軌道に乗るまでは大変であるが、うまく軌道に乗れば、在籍中
の児童の保護者や祖父母だけでなく、子育てが一段落した卒業生の保護者や、高校生・大学生になった卒
業生自身の協力も得られる仕組みのため、地域の縦のつながりを強化できる。
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　もちろん、学童保育の待機児童数を減らすのは重要な目的であるし、学童保育を小学校敷地内に設置し
た場合、学童保育と放課後子ども教室とそれぞれの登録児童が垣根を越えてお互いのプログラムに参加で
きるような連携ももちろん重要であろう。しかし、それぞれの意義を損なわないように重視しつつ、一体
化・連携することがなにより重要と思われる。
（8）東京23区の学童保育の状況
　学童保育の状況及びニーズについては、地域によってかなり差があるため、ここでは東京23区につい
てその状況を見てみる。
表２　学童保育（学童クラブ）の状況
資料： 「平成26年度　東京の児童館・学童保育事業実施状況」東京都福祉保健局少子社会対策部　2014年及び「学童保育実施状況（平
成27年5月1日現在）」東京都福祉保健局少子社会対策部　2015年
　表２によると、待機児童数が０の区が2014年で８区、2015年で９区あるが、登録児童一人あたりの施
設面積が指針で定められている1.65㎡を満たしていないクラブも多い。また公設クラブ833のうち502が
17時までとなっている。2015年のデータでは、登録児童数／学童保育数も計算したが、指針で定められ
ている40人以下になっている区は１区しかない。待機児童数０の区では概して登録児童数／学童保育数
が多くなっており、詰めこみによって待機児童が解消されている可能性がある。そこで、2014年調査ま
たは2015年調査で待機児童が０になっている区について、公立学童保育の具体的な運営内容を調べてみ
た。
・千代田区
　千代田区には、区立児童センターや児童館に併設されている区営の学童保育が４つと、小学校施設内に
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設けられた民営の学童保育（アフタースクール）が６つ、その他民営の学童保育が５つ（うち２つは民営
児童館併設）がある。これらはすべて定員があるが、2016年現在の定員合計は823名となり、登録児童
数692名を上回っている。アフタースクールと呼ばれるものは、小学校施設内に設けられ、放課後子ども
教室の児童と遊ぶことができる。また民営学童保育のうち児童館併設でない３つは19 ～ 21時の夜間保育
と、長期休業期間の早朝保育7 ～ 8時があり、希望者への夕食の提供があるところもある。放課後子ど
も教室は全小学校で実施されている。
　ただし、学童保育登録児童１人あたりの面積が1.65㎡未満のクラブが15中11と多く、定員が70人程度
と多く設定されているクラブが多い。
・港区
　児童館、子ども中高生プラザ、児童高齢者交流プラザ等に併設されているクラブと、区立小学校内で実
施する放課後子ども教室（放課ＧＯ→という）と一体型で運営されているクラブ（放課ＧＯ→クラブとい
う）がある。
　平成28年8月時点では待機児童数は24人であるが、全体としては定員2,685人に対して登録児童数2,396
人と余裕がある。ただし、定員が400名とか200名という学童保育もある。また、放課後子ども教室と一
体型で運営されているクラブ（放課ＧＯ→クラブ）は、おやつと連絡ノートがあることと、退室時間が
19時まで（一般児童は17時まで）である以外は、一般の放課後子ども教室登録児童と同じ扱いである。
　なお、小学校18校のうち、放課後子ども教室を設置している小学校は16で、うち10がさらに学童保育
も併設している。
・江東区
　江東区は、2009年に「江東区版・放課後子どもプラン」を策定し、小学校内に放課後子ども教室と学
童保育との連携・一体化事業「江東きっずクラブ」を設置し、学童保育待機児童数ゼロをめざした。それ
以前からあった学童保育及び放課後子ども教室「げんきっず」も残っているため、学童保育登録を希望す
る人は「江東きっずクラブＢ登録」または「学童保育」に登録を行い、放課後子ども教室に登録を希望す
る人は「江東きっずクラブＡ登録」または「げんきっず」に登録をすることになる。学童保育に比べて「江
東きっずクラブＢ登録」は、小学校内の施設なので下校後の移動がなく安全であるが、遊べる範囲がきっ
ずクラブの教室、体育館、校庭などに限られる。
・世田谷区
　世田谷区では放課後子ども教室「ＢＯＰ（Base of Playing）」と学童保育とを統合した「新ＢＯＰ」を
全小学校で実施している。学童保育登録児童は15時におやつの時間があり、18時15分までいられること
と、連絡帳による出欠確認があることが、一般ＢＯＰ登録者と異なり、学童保育専用の部屋もある。指導
者や職員も充実しており、人気であるという（日経DUAL（2014））。
・品川区
　品川区では、公立の学童保育は廃止され、放課後子ども教室で一体運用している。区立小学校全校に「す
まいるスクール」という放課後子ども教室が教育委員会管轄により設置され、保護者の就労等の事情があ
る場合には、延長利用を申請することで１～３年生は19時まで、４～６年生は18時まで利用できる。17
時以降におやつ（間食）も提供される。延長利用の申請に、勤務証明等は不要で、定員もない。教室、校
庭、体育館などで自由に過ごす「フリータイム」、地域ボランティアやＰＴＡなどによりさまざまな体験
を提供する「教室」、国語・算数の復習を行う「勉強会」の３つを大きな柱としている。また、高齢者施設、
保育園、幼稚園との交流、大学生の参加など、地域との交流を進めている。
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・目黒区
　小学校22校に対して、学童保育クラブが区立20か所、民営6か所の26か所ある。利用は１～３年生に
限り、月額8,000円と高めである。定員は比較的多めに設定されており、例えば東山児童館には70人と
60人の２クラブが設置されている。子ども教室は13校に設置されており、実施日などは各学校により異
なり、少ないところでは年間33回、多いところでは133回とばらつきがある。133回でも月平均にすると
11日程度のため、就労支援ではなくＰＴＡ等による活動提供の場となっていると思われる。学童保育は
放課後子ども教室との一体化ではなく以前からの方式を貫いているといえる。
・渋谷区
　渋谷区は学童保育を放課後子ども教室で一体運営している。全小学校に設置された「放課後クラブ」の「Ａ
会員」（全児童対象、17時まで）と「Ｂ会員」（保護者の就労など（勤労証明書必要）、18時まで（１～３
年生は19時まで））に分け、Ｂ会員は17時以降におやつの提供もある。
・豊島区
　学童保育を担ってきた児童館を段階的に廃止し、放課後子ども教室「子どもスキップ」の中に併設した
学童保育に移行してきた。2017年度には最後に１館残った児童館も移行予定。児童館の機能のうち、小
学生は上述の「子どもスキップ」、幼児は区民ひろばの「子育てひろば」、中高生は「中高生センタージャ
ンプ」の利用に移行している。
・荒川区
　学童保育は24クラブあり、定員は100名のところもある。平成28年度の学童保育入会申し込み状況を
見ると、定員を上回る申し込みがあった学童保育が７クラブあった。原則１～３年生で申し込み要件が細
かく設定されている（週３日以上、帰宅時間が１年生は15時、２年生は15時半、３年生は16時を超える）。
放課後子ども教室「にこにこすくーる」は2016年度より全小学校で実施されている。
・板橋区
　2009年度から始まり2015年度に全小学校で放課後対策事業「あいキッズ」を実施。保護者の就労して
いる児童を「きらきらタイム登録」として一般児童登録「さんさんタイム登録」と分けている。出欠確
認は「さんさんタイム登録」でも１～２年については行うし、希望者には児童の参加状況（来室・退室）
を自動メール配信するシステムは全児童を対象としている。17時以降も利用する「きらきらタイム登録」
者にはおやつも提供する。
・江戸川区
　江戸川区は、従来の学童保育をいちはやく放課後子ども教室に統合し、「江戸川方式」として話題を呼
んだが（東洋経済オンライン（2013））、確かに待機児童はなくなったものの、おやつがなく、学童専用
の部屋がなく、行事や保護者会もなく、さらに責任者もボランティアであり、学童保育機能は消滅したと
いう声もある（えどがわ学童保育フォーラムＨＰ）。
　全小学校に放課後子ども教室「すくすくスクール」を設置し、全児童対象で17時まで自由参加型の「す
くすく登録」と就労などの要件がある「学童保育登録」とを設け、学童保育登録の児童については、育成
料がかかる代わりに18時までで出欠管理も行う。
（9）今後の公立学童保育の方向性
　以上のように、待機児童を解消している区では、ほとんどが放課後子ども教室と学童保育を一体化させ
ている。しかし定員の定めがなくなると待機児童は解消するが、学童保育の指針を満たさない質の低下が
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問題となる。また、放課後子ども教室の一般登録の児童と同じ扱いにすることで、学童保育の閉鎖性を解
消して学校施設で一緒に遊べるというメリットはあるものの、長時間を過ごす学童保育として必要な生活
の場という機能が損なわれるデメリットも多くの区で問題となっている。
　今後の方向性としては、従来ながらの学童保育の良さを大切にすることが望ましいとはいえ、待機児童
解消という量的拡大の目標のためには財政的問題から放課後子ども教室との一体化が避けられない自治体
も多いと思われるので、一体化しながらもそれぞれの意義を大切に残す工夫が重要と思われる。ポイント
としては、学童保育専用の部屋があること、人数が多くなり過ぎないこと（定員を設けるのではなく人数
が多くなったら学童保育室を２つに増やすなど）、おやつを適切な時間（17時以降ではなく15時半や16時）
に食べられること、保護者会や連絡帳などで保護者間の連携及び保護者と職員の連絡を密に取れること、
などが考えられる。一方で、放課後子ども教室としても密度が高くなり過ぎないように人数に応じて利用
教室を増やすことや、地域の協力により魅力的なプログラムを増やすなどの工夫が必要である。
（10）民間学童保育
　東京23区には、民間の学童保育も多く存在する。中には、区から運営費の一部補助を受けて保育園が
併設したり父母が自主運営している施設もあり、その場合は利用料が１万円以下の場合が多いが、多くは
付加サービスをウリとして月額５～ 10万円の利用料を取っている。付加サービスには以下のようなもの
がある。
・英語で学ぶアフタースクール
・学校自宅送迎付き
・夕食や入浴も選択可能
・中学３年まで受け入れ
・最長22時まで対応
・算数・国語・英語など個別指導または塾が経営
・ ピアノ・アート・ロボット・理科実験・スイミング・バレエ・ダンス・体操・空手・書道などの習い事
を受講可能
　収入は高いが子どもに時間をかけられないフルタイム共働きなどにはこのような選択肢があることは有
難いため、このような民間学童保育への需要も今後増加すると思われる。
２．学童保育の経済効果の要因分析
（1）学童保育需要増加の要因分析
　少子化にもかかわらず保育園ニーズ、学童保育ニーズが高まっている要因としては、以下のようなもの
が考えられる。
・女性の社会進出。男女雇用機会均等法により、女性の活躍の場が増え、仕事が結婚や出産までの一時的
な腰掛の場ではなくなった。
・晩婚化と少子化。晩婚化により、出産時にはすでに仕事での地位を築いているため、辞めることの機会
費用が大きくなっている。また晩婚化で祖父母も高齢化して育児の協力が得にくくなった。子どもの人
数が減ったことにより、仕事と両立しやすくなった。
・育児休業制度の拡充。１歳までから１歳を超えて保育園に入園できるまで、または３歳までと育児休業
の期間が拡大してきている。また育児休業中の所得補助の割合も以前より高くなっている。
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・被雇用比率の増加。自営業が減って会社員が増えているため、子どもの世話をしながら仕事をできる人
が少なくなっている。
・核家族化。祖父母が同居または近居している場合には、習い事の送迎や下校時の一時的な居場所として
あてにできるが、核家族が多くなり、あてにできなくなっている。
・景気低迷による賃金上昇率の低下。自らのキャリアのために仕事を継続したいという理由ばかりでなく、
景気低迷で賃金が上がらないため、生活費のため仕方なく共働きをしなければならないという場合も増
えている。
・教育関連費用の増加。少子化で逆に一人あたりの子どもにかける授業料、習い事、塾などの教育費は増
加しているため、周りの子と同じようにしたいと思った場合に必要な費用が増加している。
（2）学童保育の経済効果
　では、学童保育に入れなかった場合、女性の働き方はどのように変わるか。
　仕事と両立させるためには、民間の有料学童保育に入れる、祖父母の協力を求める、子どもに鍵を持た
せる（鍵っ子にする）、などがあるだろう。
　しかし、民間の有料学童保育は送迎付きや習い事付きで便利であるが、非常に費用がかかる。祖父母の
協力は、核家族化により困難であるが、そのために近くに引っ越す人もいる。全体的に晩婚化が進み、祖
父母の高齢化により協力が得られない場合もある（逆に介護が必要になる場合もある）。子どもに鍵を持
たせるのは、特に夏休みなどの長期休業中は一日中一人で留守番したり外出したりということになり、都
会ではリスクがある。
　そこで、仕事を持っている場合は退職や短時間勤務への転職など、就業形態の見直しを迫られることも
あるし、今後就業を希望する場合には就業をあきらめることもあるだろう。
　小学生になると、習い事や塾に行かせたいが、低学年なので送迎が必要であるとか、学校の準備や宿題
を見るために親の協力が必要な場合があり、働くことのコスト（機会費用）が増加するといえる。
　つまり、学童保育を拡充することは、女性の就労支援にとって大きな効果があるといえる。それだけで
なく、質の高い学童保育を整備することは、有意義な放課後や長期休業中の過ごし方を提供し、子どもへ
の教育効果も大きいといえる。
（3）今後の学童保育需要の見通し
　出産及び子どもの成長による母親の就業変化を縦断的に調べたものとして、厚生労働省「21世紀出生
児縦断調査」がある。
　図３によると、2001年出生児に関しては、常勤で務めている割合は１歳６か月が最低であるがその後
は少しずつ増えていることと、しかし常勤の増え方は大きくなくほとんどはパート・アルバイトの増加で
あることが分かる。これが2010年出生児になると、常勤の割合が2001年出生児と比べて5割ほど増えて
おり、乳幼児を抱えながら常勤の仕事を持っている人の割合が増えている。しかし１歳６か月時点よりも
２歳６か月、３歳６か月時点の方が常勤の割合が減っており、保育園などの理由により退職・転職した人
がいることがうかがえる。さらに３歳６か月時点で仕事を持っている割合は40.1％から51％に増え過半
数を超えている。上述（1）の要因から考えても、学童保育の需要は今後ますます増加すると思われる。
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図３　母親の就業の変化
３．理論分析
　理論分析としては、藤丸（2005）と同様に、Wills（1973）の家計内生産関数モデルをベースとして
分析を行う。これは、家計は子どもからのサービスＣとその他家計内財（娯楽など）Ｚを生産しているも
のとし、それぞれ家計メンバーが時間を費やすか、または市場財を購入することによって生産される家計
内財とする。前回のモデルでは子どもの数ｎは変数であり、出生数に与える影響を導出したが、今回は学
童保育を扱うため、子どもの数は所与として、質（教育など世話を焼く）のみを変数と考える。
U＝U(C, Z)         Ｃ：子どもからのサービス、Ｚ：その他家計内財
C＝n×q　　　　　 ｎ：子どもの数（今回は所与）、ｑ：子どもの質
C＝fc (xc, tc)  ｘ：市場財、ｔ：時間
Z＝fz (xz, tz)　　　　　      （添え字のｃは子どもに関わる、ｚはその他財に関わる）
　資源制約としては、所得制約及び時間制約がある。本来のモデルでは、夫も妻も労働時間は自由に選択
できるが、ここでは日本の現状に合わせて、夫の労働時間は所与として（働いている前提）、妻の労働時
間を変数と考える（もちろん夫と妻は逆でもよい）。すなわち、妻が働きに出ない場合（専業主婦）は、
夫の収入のみとなるが、妻の時間は子どもと家計内財に十分に利用できる。妻が働きに出た場合（共働き）
は、収入は増えるが自由に使える時間が減るため、その分を市場財で賄うことで効用最大化をはかる。
wl + h＝pcxc + pzxz ｗ：妻の賃金率、ｌ：妻の労働時間、ｈ：夫の収入、ｐ：価格
T＝l + tc + tz
　このモデルから、妻の労働時間と収入の選択が、学童保育によってどのように変わるかを、図で分析する。
　
（1）学童保育に入れた場合の選択
　学童保育に入れた場合は、家計の収入（夫の収入＋妻の収入）と妻の自由時間（労働時間を除き、子ど
も及びその他家計内財に関わる時間）との選択曲線は図４のようになり、時間と収入から得られる等量曲
線を通じて導出される無差別曲線（各家計の選好によって異なる）との接点Ａを選択することが家計の効
用最大化となる。
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資料：厚生労働省「21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）第 13 回調査」2014 年（2 歳 6 か月時点は調査なし）
　　　厚生労働省「21 世紀出生児縦断調査（平成 22 年出生児）第４回調査」2013 年
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　もちろん学童保育に入れても、内容や開所時間な
どの質が十分でない場合には下記の（3）と同様に
なる。
（2） 学童保育にも放課後子ども教室にも入れない
場合の選択
　学童保育に入れず、放課後子ども教室もなく、放
課後の子どもの居場所に困る場合、利用料が高い民
間学童保育に入れるなどコストがかかるため、実
質的な賃金引き下げと同じ効果をもたらす（図５）。
祖父母の協力を求めることができる場合もある程
度のコストと考えられる。
　この場合、子どもの下校時間までは働いても保育
コストがかからないため、選択する点はＢとなり、
１日４～５時間程度のパート労働を選ぶことになる
か、またはそれなら働かず専業主婦になる点Ｃを選
ぶことになるため、妻の労働時間は減少する。
（3） 放課後子ども教室には入れたが学童保育に入れ
ない（または一体型運営で質が低下している）
場合の選択
　この場合は（2）と同じように実質賃金の低下と
あるが（2）よりもコストは小さいと考えられる（図
６）。そのため、選択する点はＤとなり、（2）のＣ
やＢよりも労働時間は長くなるが、（1）のＡより
は短くなる。学童保育が放課後子ども教室と一体型
運営になり、学童保育としての質が低下していると
感じられる場合も、そのようなところに長く預けた
くない（または子ども自身が行きたくない）と考え
ると、それは働くことのコストと考えられるため、
実質賃金の低下ととらえられる。なお、無差別曲線
によってはより長い労働時間を選択することが考え
られるが、その場合には５時までしかいられない放
課後子ども教室では、労働時間が長い場合のコスト
はより大きくなると思われる。開所時間が短い学童
保育の場合も同様である。
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図４　学童保育に入れた場合
　　図５　学童保育にも放課後子ども教室にも
　　　　　入れない場合
図６　 放課後子ども教室には入れたが学童
保育に入れない（または一体型運営
で質が低下している）場合
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４．結論
　女性の社会進出、晩婚化、少子化、核家族化などの要因により、育児中も仕事を持つ女性の割合が増加
しており、今後も学童保育需要は増加するとみられる。その需要増にこたえるためには、放課後子ども教
室との連携や一体化による待機児童解消は一つの大きな解決策となるだろう。理論分析からも、学童保育
が利用可能な場合には妻の労働時間が長くなることが分かった。しかし、東京都23区の事例研究からは、
放課後子ども教室と学童保育の一体化は、学童保育の質の低下を招きかねない懸念があることが分かった。
いくら待機児童が解消できても、質の低下は実質的な保育コストの上昇となり労働時間を抑制する効果を
持つ。したがって、今後は学童保育の質を低下させない一体化のための方策を重視することが大切である。
具体的には、学童保育専用の部屋があること、人数に対して施設面積を十分確保すること、おやつを適切
な時間に食べられること、保護者会や連絡帳などで保護者間の連携及び保護者と職員の連絡を密に取れる
こと、などが重要であろう。
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